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刊行によせて

2022年2月24日、ロシアがウクライナ侵攻を開始し、
現在でも、軍事力をもって自らの野望を達成しようとする

政治指導者が存在することを改めて知らしめました。中国

は、2049年までに中華民族の偉大な復興を成し遂げると
し、「領土の統一は中華民族の偉大な復興の必然の要求で

ある」と、台湾「統一」の意図を明確にしています。中国

は、台湾「統一」のための軍事力行使という手段を放棄し

ないという旨の主張を隠していません。また、イスラエル

の「対ハマス作戦」には終わりが見えず、南アジアではイ

ンドとパキスタンが交戦するに至りました。

こうした軍事力の行使およびその危険性の高まりは、

世界秩序に大きな変化が生じるかに見える国際情勢の中で

生起しています。欧米主導で築かれた現在の世界秩序を公

に否定する中国は、自らの経済発展に伴い、国際社会にお

ける影響力の向上を図っています。これに危機感を抱く米

国は、中国が米国に挑戦することを許さず、中国を抑え込

もうと試み、一方で中国はこれに対抗する一環として核兵

力を含む軍事力を急速に増強しています。

さらに、米中間の緊張は経済分野にも及んでいます。

安全保障は、軍事だけではなく、資源・科学技術・貿易等

を含む経済、そして社会や文化などにまたがる広い概念な

のです。近い将来、日本に多大な影響を及ぼす事態が生起

する可能性は捨てきれません。DEEP DIVEは、日本が危
機的事態に陥る可能性がある、日本周辺地域における軍事

衝突等に焦点を当て、その事態がどの程度切迫しているの

かを広く発信することを任務の一つとして自らに課してい

ます。

初の定期刊行物となる『DEEP DIVE Insight』は、そ
の任務遂行の第一歩です。DEEP DIVEは、皆様のご支援
によって、その活動を開始することができました。心から

感謝いたします。今後、皆様の早期の意思決定に資するこ

とができるよう、活動を本格化させて参りますので、変わ

らぬご支援を賜れれば幸いです。

2025年8月
小原 凡司

一般社団法人DEEP DIVE 代表理事
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中国が 1 ヶ月以内に大規模な軍事行動を起こす可能性は低い。

2025年1月6日に台湾国家安全局が公表した報告
書によれば、中国から台湾へのサイバー攻撃は、

2023年には一日平均120万件であったのに対し、

2024年は一日平均240万件と倍増している。中国
がサイバー攻撃を仕掛けているのは台湾に対して

だけではない。ファイブアイズ各国（米国、オー

ストラリア、カナダ、英国、ニュージーランド）

のサイバーセキュリティ関連部門から成るJoint 
Cybersecurity Advisory（CSA）は、2023 年 6
月に引き続き、2024年2月7日にも、中国政府の支

援を受けるサイバー攻撃グループ「Volt Typhoon
（別名、Vanguard Panda）」についての勧告を行

っている。Volt Typhoonは、主として米国の重要
インフラに対するサイバー攻撃を行うことで知ら

れている。日本でも警察庁が、2025年1月8日に、
『MirrorFaceによるサイバー攻撃について （注意

喚起）』を発出している。「MirrorFace（別名、

E
アース

arth K
カシャ

asha」は中国政府の関与が疑われるサイバ
ー攻撃グループで、日本の安全保障関連情報を扱う

省庁や民間企業などを狙ってサイバー攻撃を仕掛け

日本周辺における中国大規模軍事行動の逼迫度

• 中国は、各国に対してサイバー攻撃を繰り返しており、海警局巡視船による尖閣諸島や台湾周辺での活動

を継続している。

• 一方、中国では、9月 3日に「紀中国人民抗日戦争勝利世界反ファシズム戦争 80 周年」の式典が催され

ることから、少なくとも9月 3日までの間は、国際社会の批判を招くおそれがある軍事行動を起こす可能

性は低い。

• 人民解放軍機関紙『解放軍報』では、政治将校の威信向上や軍内の政治思想に関わるシリーズの記事が

多く、軍内の思想統制を強化している。思想統制の目的が、党内の権力闘争に原因があるのか、戦争準備

のためのものなのか、現段階では不明。

• 報道によれば、中国人民解放軍海・空・ロケット軍の各部隊は酷暑訓練等、個別訓練を行なっている。

China /中国の軍事動向

軍事行動の

逼迫度

数日以内

一ヶ月以内

三ヶ月以内

半年以上

2025.08.31
現在

2025.08.31
現在

順次更新 順次更新 順次更新 順次更新

Author: 小原凡司
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てきた。

また、近年は台湾周辺の海底ケーブルが中国籍の

民間船舶によって切断される事案が繰り返し発生し

ており、2025年に入ってからも続いている。さら
に、前出の台湾国家安全局によれば、中国は台湾の

政府機関および軍に対して継続して浸透工作も行っ

ており、台湾政府による軍の高級将校などの摘発が

急増している。こうした中国の行動は、グレーゾー

ンにおける作戦に属するものであり、日本周辺地域

は、すでに完全に平和な状態であると認めることは

難しい。また、中国は南シナ海でもフィリピンとの

間で「領土紛争」を抱えており、フィリピンが実効

支配するセカンド・トーマス礁、サビナ礁などを、

海上民兵、海警局、海軍を用いて奪取する準備を整

えて様子を見ている。

上記のとおり、中国はすでにグレーゾーン作戦を

展開しているが、大規模な軍事行動を起こす可能性

は低い。その根拠は以下のとおりである。

中国では、9月3日に北京天安門広場および長安

街において、各国首脳を招待して「紀念中国人民抗

日戦争勝利曁
および

反法
ファシズム

西斯戦争勝利80周年」式典が催
され、軍事パレードも実施される。中国は2000年
代半ばから現在に至るまで、中国が「抗日戦争」に

勝利したことが、世界の反ファシスト戦争勝利に多

大の貢献をしたというナラティブを喧伝している。

「中国は各国と連帯して世界を平和にし、その平和

を守る」というナラティブを喧伝するこの期間、国

際社会の批判を招きかねない台湾軍事侵攻等の大規

模軍事行動をとる可能性は低いと考えらえる。

2025年7月中旬から8月にかけて、中国人民解放
軍の機関紙である『解放軍報』では、軍内で政治思

想を統制し中国共産党中央への忠誠強化を図る、「铸

牢政治忠诚 打好攻坚之战（確固たる政治的忠誠を

築き、困難を克服するためによく戦う）」、「深入学

习贯彻中央军委政治工作会议精神（中央軍事委員会

政治工作会議の精神の徹底的学習を深化させよ）」、

「牢固立起政治干部形象威信系列谈（政治幹部のイ

メージと威信を確固たるものにするための議論シリ

ーズ）」等、複数の特集記事のシリーズが目を引く。

軍が内部の精神的引き締めを図る理由としては、戦

争に向けて統率を強化する、腐敗等の問題を解決す

る、あるいは習近平氏への忠誠を誓わせる等が考え

らえる。

同期間の『解放軍報』には、軍事訓練に関する連

載記事も掲載されている。例えば、「深入推进实战

化军事训练 2025驻训观察（軍事訓練の実戦化を深

化させよ 2025営外訓練観察）」や酷暑訓練シリー
ズなどである。これらは部隊ごとの個別訓練であり、

実際に軍事行動を起こすためには、部隊間の統合の

規模と程度を上げる必要がある。『解放軍報』の報

道を見る限り、軍内の政治思想教育にしても、訓練

にしても、直ちに実際の軍事行動を起こす段階には

ない。

実際の部隊の行動からも、中国が短期間の内に大

規模軍事行動を取る可能性は低いと推測できる。

南部戦区海軍に配備されている空母「福建」は、

8月4日から20日の間に楡林海軍基地を出港し、行
動中である。しかし、空母「福建」が空母打撃群と

して作戦する際に随伴艦として行動すると考えられ

る055型駆逐艦は、7月末から8月20日の期間、撮

像された衛星画像で確認する限り、単艦での短期の

出港しか確認できない。空母は、空母打撃群の中で

駆逐艦等に護衛されなければ、敵の格好の標的とな

ることから、単艦での行動あるいは少数の随伴艦の

みを伴う行動は、戦闘を想定していないと考えられる。
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■依然として途上にある海軍のインフラ整備

中華人民共和国（以下、中国）が、2027年に、

台湾に軍事侵攻する可能性が取り沙汰されている。

2027年は、習近平中国共産党中央委員会総書記・
国家主席・中央軍事委員会主席（以下、習主席）が、

「二つの100年（中国共産党結党100年の2021年、
中華人民共和国成立100年の2049年）」※1に加えて

設けた「建軍100年」という新たな時間的区切りの
年である。

習主席は、官製メディア等では「建軍100年の奮
闘目標」という言葉しか用いていないが、アメリカ

などは、習主席が人民解放軍に対して、2027年ま
でに台湾軍事侵攻の準備を整えるように明確に指示

したとみている。また、2027年は習主席の3期目の
国家主席の任期が終わる年でもある。習主席が、自

らが権力を握っている間に、中国の領土を取り戻す

という「歴史的使命」を達成した偉大な指導者とし

て自身を位置付けたいと考えていることは間違いな

いだろう。

また、人民解放軍が習主席の要求に応えるよう、

軍備増強を進めているのは事実である。中国の軍備

増強については、ビークル｜例えば、戦闘機や爆

撃機、空母や駆逐艦などに焦点が当てられる傾向に

ある。しかし、新型の航空機を導入し、あるいは航

空機の数が増加するとなれば、航空基地の改修や拡

張が必要になり、艦艇の大型化や隻数の増加となれ

ば、やはり海軍基地も桟橋の増設や改修が必要とな

る。軍備増強においては、艦艇や航空機といった装

備だけでなく、それらを運用するためのインフラ整

備が不可欠なのである。

そのことは、中国自身も理解している。中国のネ

ット上では、以下のような主張も見受けられた。「中

国海軍が新型軍艦を進水させるスピードは世界に衝

撃を与えている。中国が1年間に進水させる新造艦
のトン数だけでも、フランス海軍全体のトン数に匹

敵する。しかし、中国海軍が急速に『下餃子（多数

の艦艇を進水させる状況を、大鍋に餃子を大量に放

© Maxar Technologies Inc.

Author: 小原凡司

青島総合保障基地の

増設状況に見る

台湾有事の危機レベル

A CASE STUDY on CHINA
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青島総合保障基地には、空母「16遼寧」が係留

される桟橋が存在する（図3参照）。衛星画像をも

とに計測すると、空母桟橋は全長580m、幅120m
である。この空母桟橋の幅は、同基地内の他の大型

艦艇用の桟橋よりはるかに広く、中央部に構造物が

構築されている。また、空母が接岸する側にはレー

ル上を移動できるクレーンが2基確認できる。この
桟橋には、過去に、空母「16遼寧」のほか、901型
総合補給艦「901呼倫」、病院船「868吉祥方舟」、
927型潜水艦救難艦、055型駆逐艦などの大型艦艇
の係留が確認されている。

空母用桟橋の西側には、北部戦区海軍に配備され

ている4隻の055型駆逐艦が係留される桟橋がある
（今回の衛星画像では3隻が確認できる）。この桟橋
も計測したところ、全長580m、幅55mであった。

この桟橋の幅は空母用桟橋の半分程度であるが、他

の駆逐艦やフリゲートが係留されている大型艦艇用

桟橋（幅20〜40m、図4参照）よりも広く、中国

が保有する駆逐艦の中で最大の055型駆逐艦のため
の桟橋であろう。

このことから、中国海軍基地の桟橋は、係留され

る艦艇の大きさによって、その幅に差異があること

が理解できる。特に、空母が係留される桟橋の幅は

広いが、それは陸上電源を供給する電
でん

纜
らん

（電気ケー

ブル）や、真水および燃料を供給するための複数の

パイプ等が埋設され、上部には重量のある物資を搭

載するための移動式クレーンや、その動力装置、ま

た物資のための施設が構築されているからだと考え

られる。

図 02 中国人民解放軍海軍青島総合保障基地全景（2025 年 7月 14日）

建設中の桟橋 4

旧来の桟橋地区

© MAXAR Technologies Inc.

建設中の桟橋 1

建設中の桟橋 2空母桟橋

建設中の桟橋 3

建設中の消磁施設
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■ウクライナに対する侵略継続の可能性：高い

8月16日にアラスカで行われた米露首脳会談はロ
シアのウクライナ侵略を終結させるための具体的な

合意につながらなかった。ロシアのプーチン大統領

は戦争の「根本原因」を除去する必要があるとして

今年初頭から繰り返してきたワーディングを引き続

き使用しているが、これはウクライナの主権制限を

意味するものと理解されており、戦争自体に対する

姿勢には変化が見られない。対するトランプ米大統

領はロシアのエネルギー資源を購入している国 （々特

に中印）への追加関税やその他の二次制裁について

態度を明確にしておらず、ロシアとの関係悪化を避

けようとする姿勢が相変わらず目立つ。

他方、ウクライナにおいては今年春以降、ロシア

軍による地上攻勢が激しく展開されている。焦点と

なっているドネツク州南部のポクロウシク周辺では、

8月にロシア軍がウクライナ軍の防衛線を食い破っ
て差し渡し11kmに及ぶ突出部を形成するなど、大

きな展開が見られた。地面の泥濘化によって大規模

な野戦が行いにくくなる晩秋までは、ロシアの攻勢

が継続される可能性が高い。

しかしながら、ロシアの地上攻勢や都市に対する

激しい空襲は、ウクライナの抵抗能力や抵抗意思を

破砕するに至っていない。したがって、ウクライナ

は戦場において劣勢に立たされながらも抵抗を継続

し、ロシアの継戦能力が低下するのを待つ戦略を取

ると思われ、ロシアの侵略戦争は継続する可能性は

「高い」と判断される。

ロシアの大規模軍事行動の逼迫度

• ウクライナに対する侵略継続の可能性：高い

• 欧州における地政学リスクへの否定的な影響：極めて高い

• 半年以内に、日本に対して武力行使が行われる可能性：極めて低い

• 日本周辺における軍事力の増強：要注視（限定的な増強）

• 日本に対する地政学リスクへの否定的な影響：高い

軍事行動の

逼迫度

数日以内

一ヶ月以内

三ヶ月以内

半年以上

2025.08.31
現在

Russia /ロシアの軍事動向

2025.08.31
現在

順次更新 順次更新 順次更新 順次更新

Author: 小泉悠
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■欧州における地政学リスクへの否定的な影響：極めて高い

ウクライナにおけるロシアの侵略戦争が継続する

以上、欧州における軍事的緊張は当面、高止まりが

予想される。

特に今年9月12日から16日にかけてはベラルーシ
を舞台としてロシア軍大演習「ザーパド2025」が
実施される予定である。同演習の詳細は現時点で明

らかでないものの、2024年11月にウクライナに対

して使用されたのと同じ「オレシュニク」中距離弾

道ミサイル（IRBM）の運用訓練が含まれるとベラ

ルーシ国防省が明らかにしている。これに先立ち、

ロシア外務省は、2019年に中距離核戦力（INF）
全廃条約※1が破棄された後も続けられてきた「モラ

トリアム」（条約破棄後も INFの配備制限を一方的
に遵守する措置）を廃止すると声明しており、ウク

ライナ支援を継続する欧州諸国への軍事的威迫が強

まると予想される。

また、2023年春にはベラルーシにロシアの戦術

核兵器※2を配備することが宣言され、その後、戦術

核弾頭の運搬手段となる「イスカンデル -M」戦術

ミサイルシステムのベラルーシ軍への引き渡しや、

ベラルーシ空軍所属のSu-25攻撃機の核弾頭運用改
修などが行われた。2024年5月から7月にはこれら
を含めた戦術核兵器の運用訓練がロシア西部及びベ

ラルーシで三次に渡って実施されており、「ザーパ

ド2025」ではさらに露骨な形で戦術核運用能力の
アピールが行われる可能性が高い。

北極圏のノーヴァヤ・ゼムリャー島にある核実験

場及び「ブレヴェストニク」原子力巡航ミサイルの

実験施設では、夏以降、活発な補給活動や施設整備

活動が行われていることが衛星画像で確認できるこ

とから、やはり注目を要する。「ザーパド2025」な
いし秋以降に実施が予想される戦略核部隊演習に関

連して、これらの施設で実際に核実験や原子力巡航

ミサイルの発射実験が行われる可能性がある。
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■日本周辺における軍事力の増強：要注視（限定的な増強）

ただし、ロシアは限られた分野において極東での

軍事力増強を図っている。2020年代以降、カムチ
ャッカ半島にあるロシア海軍太平洋艦隊の原子力潜

水艦基地には新型の955A型（ボレイ-A型）弾道

ミサイル搭載原潜（SSBN）3隻と885M型（ヤー

セン-M型）多用途原潜2隻が配備された。これに

応じて一時期は極めて低調だったSSBNによる核

抑止パトロールが活発化の兆しを見せており、今年

4月以降には4ヶ月に及ぶ長期のパトロールが行わ
れている可能性がある。2020年代以降に確認され
たロシア海軍太平洋艦隊のSSBNによるパトロー

ルは最長でも2ヶ月半程度であったことからして、
日本北方のオホーツク海が再びSSBNの「聖域」

としての役割を果たすようになりつつあることが看

取される※4。

潜水艦埠頭や核弾頭格納庫などのインフラ建設に

ついても、新規建設が進んでいる。このうち、潜水

艦埠頭については大規模な埋め立てを含む拡張工事

が2020年ごろから基地の西側で行われており、最
終的には現在の潜水艦部隊の規模と比較して基地の

容量がかなり拡張される可能性が高い。この西側の

拡張部分は海底ケーブルなどの重要海底インフラ

（CUI）への工作を任務とする特殊任務原潜の太平
洋艦隊配備を想定したものであると見られる。

なお、同基地は7月末にカムチャッカ半島沖で発
生した巨大地震の影響で津波被害を受けたと見られ

るが、現時点における衛星画像分析では、被害は極

めて限定的であったと評価されている。

戦闘機や戦闘爆撃機などの戦術航空戦力の配備状

況には大きな変化が見られない。日本近傍において

は沿海州とハバロフスク州に戦闘機連隊2個と戦闘
爆撃機連隊1個が配備されているという状況に変化
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